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シンポジウム 13：超高齢社会における子供のスポーツのあり方―小中学生の身体活動が運動器に与える効果―

5．指定発言 学校現場における試行

鳥居 俊＊

●1．子どもの体力低下に関する文部科
学省での諮問と答申

全国の都道府県・市町村の教育委員会では，「子
どもの体力低下」問題に対する文部科学省の中央
教育審議会の答申に基づいて，それぞれに取り組
みを行ってきている．平成 13 年の文部科学大臣の
諮問の文章（第 22 号）１）を見ると（図 1），「子ども
の体力向上のための総合的な方策について」とい
う項目がある．その理由として「今後，更なる社
会変化の進行が予想される中，個々人が生涯にわ
たって充実した生活を送り，明るく活力のある社
会を形成していく」ために体力向上が求められて
いることが読み取れる．また具体的に，「乳幼児期
から青年期にわたって」，「スポーツのみならず，自
然体験活動，屋外での遊びを含めた広い意味での
運動，食生活，休養など日常の生活習慣全体を視
野に入れた総合的な取組」を求めている．さらに，
「学校，家庭，地域社会などの役割を明確に」し，
「それぞれの取組を効果的にするために，相互の連
携が不可欠である」としている．
これに対して，中央教育審議会（第 24 回）の配
布資料に答申案が示されている２）．答申案の中で，
体力低下の原因として，生活が便利になり，身体
活動が減少したこと，スポーツや遊びに不可欠な
時間，空間，仲間が減少したことに加えて，「発達
段階に応じた指導ができる指導者が少ない」，学校
教員の「経験不足や専任教員が少ない」ことで「楽
しく運動できるような指導の工夫が不十分」とい
う記述がある．
一方，体力低下の影響については，「子ども自身
への影響」と「将来の社会全体への影響」とに分

けて記されており，前者では肥満や生活習慣病を
含めた身体健康面だけでなく，気力，意欲など精
神・心理面への影響，生きる力の低下を指摘して
いる．後者では，国民全体の体力低下が生活習慣
病の増加やストレスへの抵抗力低下などにより社
会全体の活力低下をもたらし，医療費増大など社
会的コスト増加にもつながるとしている．
これらを受けての総合的な方策として（図 2），

「学校の取組の充実」という項では各学校でそれぞ
れ独自に保健体育，総合的学習，学校行事など，
様々な機会を活用して身体を動かす時間を作る工
夫が求められている．

●2．答申案を受けての都道府県，市町村
教育委員会，学校での取組

都道府県の教育委員会では文部科学省での中央
教育審議会の答申案を受けて，地域の特性を考慮
して独自の体力向上のための取組の立案をはかっ
ている．例えば東京都教育委員会のホームページ３）

を見ると，図 3のように東京都の子どもたちの体
力の状態に対する取組とともに 2020 年オリン
ピック開催都市としての立場での取組が提示され
ている．図 4は最近ずっと小・中学生の体力値や
学力値が高い福井県のホームページ４）であるが，こ
の文面を見る限りは特別な仕掛けは感じられな
い．
著者自身が関与する横浜市では，神奈川県の
小・中学生の体力値が低く横浜市も全国平均値に
比べて低いことから危機感を持って体力向上のプ
ランを策定し（図 5）５）10 の取組を挙げ，その一つ
で 1校 1実践として学校ごとに独自の体力向上の
ための実践案を作成するように求めている（図
6）．各学校のホームページを見ると，図 7のよう
に実践案とその進め方が記されている．このよう＊ 早稲田大学スポーツ科学学術院
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図 1　文部科学大臣諮問文

図 2　中央教育審議会の答申案

な取組の結果は毎年開かれる教育委員会の体力向
上委員会の会合での中で報告されている．
都道府県では体力向上の取組が成果を出してい

る学校を優秀校として掲示したり（東京都など），
効果の出た実践策を全体で共有したりして，都道
府県全体の体力向上に活用しようとしている．
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図 3　東京都教育委員会の体力向上策

図 4　体力の高い福井県のホームページ

●3．体力向上の目的・目標

文部科学省や都道府県あるいは市町村の体力向
上の取組は前述のように進められているが，そも

そもの体力向上の目的や目標についての記述に
は，将来の生活習慣病の予防や医療費の削減，生
きる力を高めるなどとなっている．さらに，ここ
に「超高齢社会を生き抜く運動器を育む」という
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図 5　横浜市の体力向上のプラン

図 6　横浜市教育委員会の体力向上のための 10の取組
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図 7　横浜市立の小学校ホームページに見られる 1校 1実践

視点が加えられることが必要であり，この結果子
どもたちの生涯にわたるQOLの向上が究極の目
標となると考えられる．
なお，平成 13 年当時の中央教育審議会の名簿を

見ると，体育や学校保健の専門家が大部分であり，
医学分野からの委員は非常に少なく，特に運動器
の専門家は含まれていなかったのは残念である．
日本整形外科学会では，ロコモティブ症候群や運
動器不安定症など運動器の機能低下に起因する病
態を広く知ってもらうことで，予防を奨励してい
る．要支援・要介護の 3割前後を運動器の機能低
下による傷病が占めていることも十分認知されて
おらず，国民の運動器への関心は今なお低い．体
力向上の目的や目標として，長寿を生き抜くため
の運動器の量的・質的向上を設定することは重要
であり，そのための運動器の刺激を意図した運動
を学校体育の中で取り込んでいくことが必要であ
る．
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